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長期総合計画・基本目標 評価結果の種別 件数 長期総合計画・基本目標 評価結果の種別 件数

計画どおり実施 6件 計画どおり実施 2件

改善したうえで実施 2件 改善したうえで実施

次年度以降持ち越し 1件 次年度以降持ち越し 2件

実施しない 実施しない

その他 その他

合　　計 9件 合　　計 4件

長期総合計画・基本目標 評価結果の種別 件数 評価結果の種別 件数

計画どおり実施 2件 計画どおり実施 27件

改善したうえで実施 6件 改善したうえで実施 16件

次年度以降持ち越し 次年度以降持ち越し 7件

実施しない 1件 実施しない 1件

その他 その他 1件

合　　計 9件 合　　計 52件

令和元年度　新規事務事業評価結果

　 新規事務事業評価とは、翌年度（令和2年度）から新たに実施を計画している事業について、必要性・有効性・緊急性を踏まえ、
総合的に分析し、検証を行うものである。

基本目標３

ふれあいと活力のあふれるまち
【市民生活・産業の分野】

【施策12～22】

合計

基本目標１

生涯を通じて学び育つまち
【子ども・生涯学習の分野】

【施策1～5】

基本目標４

ひとと環境にやさしい安全で快適なまち
【環境・都市整備の分野】

【施策23～33】

基本目標２

安心して暮らせる支えあいのまち
【福祉・健康の分野】

【施策6～11】

基本構想を推進するために

【施策34～35】



施策 整理
No 番号 事務事業名 所管課 判定 委員会コメント

1 1 育児サポート事業(すくすく教室)の充実 健康課
計画どおり
実施

１回あたりの定員について、フレキシブルな対応ができるよう検討すること。また、この事業を通じて自主グループができるよう支援すること。

1 2 タブレット等を活用した多言語通訳の導入
子育て相談
課

改善したう
えで実施

他自治体の活用状況を確認し、効果を見極めること。また、子育てに特化した相談だけでなく、他の用途にも活用できるよう検討すること。

1 3
妊娠・出産・子育て包括支援拠点の運営
（産後ケア事業の充実・EPDS導入による妊
産婦のメンタルヘルスケア支援の強化）

子育て相談
課

計画どおり
実施

産後ケア事業は、母親の身体的回復と心理的安定の促進を図ることや産後うつを予防し、産婦の心身の健康を向上させるために有効であることから、計画
どおり実施すること。

2 4
認可保育園等に対するアレルギー児対応の
充実

子育て支援
課

改善したう
えで実施

保育園に対する財政支援で、26市の導入実績も少ないことなどを踏まえ、引続き、東京都に対する補助金の増額を要望するとともに、補助額の設定や実施
時期について検討すること。

3 5 学校図書館総合管理システムの拡充 学校教育課
計画どおり
実施

システム構築に係る費用について、すでに他の学校で導入しているシステムを利用していることもあるため、改めてシステムの構築が必要かを確認し、実施
すること。

3 6 学校と家庭の連携推進事業の拡充 教育相談室
計画どおり
実施

小学校期において、不登校児童や不登校傾向にある児童に対応することは、中学校期での不登校等を未然に防ぐことにもつながるため、計画どおり実施す
ること。

3 7
ALT、英語コーディネーター、外国語活動アド
バイザーの拡充

学校教育課
改善したう
えで実施

ＡＬＴ等を活用した事業の時間数を精査した上で、実施すること。

3 8
小・中学校における教職員の健康管理体制
の整備

学校教育課
改善したう
えで実施

産業医及び衛生委員会を設置する学校と、他の学校との間で、健康管理体制の取組みに差が出ないような方法を検討し、実施すること。

3 9
特別支援教室におけるタブレット端末導入の
授業

教育支援課
計画どおり
実施

発達障害のある児童・生徒の学習補助ツールとして、計画どおり実施すること。

3 10 学習サポーターの中学校3校への配置拡充 学校教育課
計画どおり
実施

小学校での導入効果を検証したうえで、実施すること。

5 11 生涯学習基本計画の策定
生涯学習総
務課

計画どおり
実施

長期総合計画策定との整合を図りつつ、計画どおり実施すること。

5 12 スポーツセンター第3ホール畳入替え
スポーツ推
進課

計画どおり
実施

入替えに係るスケジュールを再確認し、実施すること。

5 13 ウォーキングマップの活用
スポーツ推
進課

計画どおり
実施

市民のスポーツ実施率の向上を図るため、計画どおり実施すること。

5 14
多摩川や自然休暇村を活用した自然体験の
実施

生涯学習総
務課

計画どおり
実施

地域の団体にも協力をいただき実施している好評な事業であり、計画どおり実施すること。

5 15
はむらの家庭教育（仮称）（家庭教育読本
（仮称）の発行）

生涯学習総
務課

計画どおり
実施

子ども家庭部等と連携・協力し、計画どおり実施すること。

8 16
羽村市障害者計画、第６期羽村市障害福祉
計画及び第２期障害児福祉計画の策定

障害福祉課
計画どおり
実施

近隣自治体の状況を踏まえ、計画策定に係る委託費用の精査を行うこと。

8 17 羽村市地域自立支援協議会 障害福祉課
計画どおり
実施

現在の協議会や部会の枠組みの中での対応について検討すること。

8 18 手話上級(手話通訳者養成)講座の実施 障害福祉課
計画どおり
実施

手話通訳養成事業をレベル別に隔年で実施するなど、効率的な方法を検討すること。

9 19 生活保護被保護者健康管理支援事業 社会福祉課
計画どおり
実施

対象者の抽出の継続性の有無など、内容を整理確認し取り組むこと。

10 20
後期高齢者医療保険料額決定通知書等電
算処理・作成委託

市民課
改善したう
えで実施

他税目との一本化について再度検討の上実施すること。

10 21 特定保健指導の充実 健康課
改善したう
えで実施

面談や電話による保健指導のみではなく、他の方法も含めてより効果的な事業となるよう検討すること。

基本目標２　安心して暮らせる支えあいのまち

行政評価委員会（新規事務事業評価）結果一覧
評価結果

基本目標１　生涯を通じて学び育つまち
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施策 整理
No 番号 事務事業名 所管課 判定 委員会コメント

行政評価委員会（新規事務事業評価）結果一覧
評価結果

11 22 母子保健情報の電子データ化の実施 健康課
計画どおり
実施

今後の学校健診や成人健診へ対象範囲が広がるにあたって、データ連携などの取組みについて関係部署と調整すること。

11 23 ３歳児経過観察健康診査(心理相談)の充実 健康課
計画どおり
実施

心理相談が増加している中で、就学後も安心して相談できるよう、他の部署と連携を図ること。また、規模を含めて他自治体との比較検証を行うこと。

11 24 母子手帳アプリ(子育て支援アプリ)の導入 健康課
次年度以降
持ち越し

情報発信はどこまでの範囲とするのか、また対象者の設定を含めて費用対効果の検証を行うこと。

12 25 災害用医薬材料等の整備 健康課
計画どおり
実施

福生市、瑞穂町及び委託先の公立福生病院と調整のうえ、医薬品及び医療用備品等を整備し、災害発生時の医療体制を整えること。

13 26 平和の企画展の実施 企画政策課
改善したう
えで実施

映画の内容や費用について精査すること。5周年事業として5年ごとの実施が妥当なのか、他自治体の取組みなども参考に検討すること。

13 27
福生・羽村多文化共生事業　（福生市との協
働事業/市長会助成金事業）

地域振興課
計画どおり
実施

多文化共生事業に取り組む意義や必要性を明確にすること。また、市長会の補助がでない場合の、対応を検討すること。

14 28 羽村市地域防災計画の修正 防災安全課
改善したう
えで実施

修正内容、費用、コンサルタントへの委託業務範囲の検討や、職員定数との調整をすること。先日の台風の経験と知識を活用して修正作業をすること。

14 29 東日本大震災被災地視察見学会 防災安全課
改善したう
えで実施

視察先は羽村市でも起こり得る、近隣市町村等の被災地を検討すること。また、講演会など視察以外の実施方法も合わせて検討すること。

14 30 羽村市ブロック塀等撤去工事助成金 建築課
改善したう
えで実施

補助期間を3年間と設定するなど、倒壊の危険性があるブロック塀等の所有者に対し、早期の改善を促す制度として検討すること。また、環境保全課で実施し
ている新たなみどり創出助成制度の生け垣緑化との関係性を考慮すること。

15 31 自転車等駐車場利用実態調査 防災安全課
改善したう
えで実施

市としての今後の方向性や各駐車場の方針を明確にしたうえで、委託内容や調査方法をよく検討すること。

21 32 サイクリングステーションの整備 産業企画課
改善したう
えで実施

水上公園の再整備と合わせて検討すること。

21 33
国際化対応の推進（観光案内のユニバーサ
ル化）

産業振興課 実施しない
情報収集の方法が変化しているため、デジタルサイネージの設置ではなく、駅に設置しているWi-Fiを活用した観光案内や、情報発信のためのQRコードの整
備など、他の方法を検討すること。

24 34
公共施設などの低炭素化の推進
（廃熱利用によるスイミングセンターの二酸
化炭素削減事業）

環境保全課 その他 設備や運用に要する経費等について、補助金の整理や実施方法も含め、引き続き、関係各所と調整すること。

24 35
公共施設などの低炭素化の推進（バイオガ
ス発電所からの電気調達）

環境保全課
改善したう
えで実施

対象施設の精査や事業所の選定方法について、再度検討したうえで実施すること。

24 36
低炭素化設備などの普及促進（環境配慮事
業助成金の創設）

環境保全課
改善したう
えで実施

事業の見せ方や予算措置の方法等を整理して実施すること。

24 37
多様な主体と連携、協働した生物との共生
（飼い主のいない猫の不妊去勢手術助成制
度の拡充）

環境保全課
計画どおり
実施

助成額については現状維持で実施すること。

25 38
ごみの減量化、資源化の推進（資源リサイク
ルマニュアルの作成）

生活環境課
計画どおり
実施

改訂は必要であるため、予算面を精査して実施すること。

26 39
地形図等変更に伴う都市計画変更図書等作
成委託

都市計画課
次年度以降
持ち越し

今後の東京都からの説明や他自治体の動向を注視するとともに、事業内容を精査し、事業の必要性について十分に検討していくこと。

30 40 グリーントリム公園の整備 土木課
計画どおり
実施

ボランティア団体や幼稚園、保育園、公園利用者などからの意見を設計内容に反映し、利用しやすく、楽しめる公園になるよう改修を行うこと。

30 41 水上公園の再整備 土木課
次年度以降
持ち越し

再整備にあたっては、水上公園付近一帯の防災（水害）への対応策も視野に入れ、水上公園下部の貯水池や多摩川への放流方法、流入してくる雨水対策も
含め、関係各部署と調整し、検討を進めていくこと。

30 42 動物公園施設の維持補修・改修工事 土木課
次年度以降
持ち越し

動物公園の更なる魅力向上のために獣舎等の計画的な改修等は必要である。改修等にあたり、今後の改修計画を策定していくとともに、特定財源の確保に
向け、国や東京都などとの調整及び情報収集を行うこと。

基本目標３　ふれあいと活力のあふれるまち

基本目標４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち
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施策 整理
No 番号 事務事業名 所管課 判定 委員会コメント

行政評価委員会（新規事務事業評価）結果一覧
評価結果

30 43 宮の下運動公園の河川占用の拡大 土木課
次年度以降
持ち越し

多摩川河川敷の整備については、今回の台風第19号のような被害が将来的に発生する懸念があるため、整備内容については、よく精査をすること。また、河
川管理者である国土交通省には、河川の浚渫や樹木等を適正に管理するよう依頼をしていくとともに、今後の占用について調整を進めること。

31 44 羽村市空家等対策基本計画策定事業 都市計画課
改善したう
えで実施

市としての空き家対策の方向性を明確にするとともに、計画の策定に向けては、空き家対策の内容や、策定費用をよく検証すること。

31 45 長期優良住宅取得支援補助金 都市計画課
改善したう
えで実施

羽村市を選択し、定住してもらうには、他自治体にはない魅力ある制度設計が必要である。支援方法や補助金の内容など、制度の中身をよく検討し、制度化
を進めること。

32 46 水道施設遠方監視制御システムの更新事業
上下水道設
備課

計画どおり
実施

遠方監視制御システムは、安定した水道施設の運用には必要不可欠であり、計画的な更新に努め、今後の水道事業に寄与できるシステム更新を行うこと。
また、既存システムについても、更新中は平行して使用していくことから、適切な維持管理に努めること。

32 47 第2次水道ビジョンの策定準備
上下水道業
務課

計画どおり
実施

災害対策などについては、知識経験者等からの意見を基に、十分な検討を行い、水道ビジョンの策定に努めること。また、策定については上下水道部職員に
よる作業となるため、スケジュール管理などに留意し策定作業を進めること。

33 48 下水道総合計画の見直し
上下水道業
務課

計画どおり
実施

近年多発する集中豪雨などの災害については、知識経験者等からの意見を基に、十分な検討を行うとともに、これまで発生した被害状況を下水道総合計画
の見直し内容に盛り込むこと。また、策定については上下水道部職員による作業となるため、スケジュール管理などに留意し策定作業を進めること。

34 49 第六次羽村市長期総合計画の策定 企画政策課
計画どおり
実施

市民意見聴取の実施について、市政世論調査や、市民意識調査などの内容を整理し、実施すること。

34 50 市政世論調査の実施 広報広聴課
計画どおり
実施

市政世論調査と、第六次長期総合計画策定に係る市民意識調査について、対象分野や目的を整理したうえで実施すること。

35 51
ICカード式タイムレコーダー及び勤怠管理シ
ステムの導入

職員課
次年度以降
持ち越し

導入経費や運用経費に対する人件費等の削減効果が低いことから、費用対効果が出る形での導入を検討すること。

35 52 クレジット収納の導入 納税課
次年度以降
持ち越し

導入にあたっては、関連部署との調整・確認事項も多く、各税目の効果額、他市の状況（実施方法、効果等）なども踏まえて、よく検証すること。

基本構想を推進するために
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所管課 福祉健康部健康課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 子ども家庭部　子育て相談課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 子ども家庭部子育て相談課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 子ども家庭部　子育て支援課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

計画どお
り実施

産後ケア事業は、母親の身体的
回復と心理的安定の促進を図る
ことや産後うつを予防し、産婦の
心身の健康を向上させるために
有効であることから、計画どおり
実施すること。

541

5,728

2,075

5,728

EPDSをすべての産婦に実施することで、これまで表面化しにくかった産婦の心的状況を把握し、支援が必要な産婦をスクリー
ニングすることが可能となる。また、産後ケア事業（宿泊型）を民間委託することで、母子保健に係る職員の業務の効率の向上
を図ることができる。

2,121

効
率
性

効
率
性

現行のサービス推進費の上乗せ補助となることから、例規の整備等の導入準備を整えた後は、例月の伝票処
理程度で対応できる。

緊
急
性

必
要
性

アレルギー児対応を実施する認可保育園等
に財政支援し、幼児教育・保育の質の向上
に繋げる。

食物アレルギーをもつ児童は年々増加傾向にあり、職員の事務負担、及び園の経費負担が増加していること
から、早期の対応が必要と考える。緊

急
性

区分
令和2年度

経費概要(千円)

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

3

妊娠・出産・子育て包括支援拠点の運営
（産後ケア事業の充実・EPDS導入による妊
産婦のメンタルヘルスケア支援の強化）

1産後ケア事業の充実：　アウトリーチ型・デイサービス型に加え、新
たに宿泊型を開始し、産婦の身体的回復と心理的安定を促進する
ことで、産後うつや児童虐待の未然防止を図る。 利用料金について
は、近隣市町村の状況を見ながら見直しを行う。
2EPDS(ｴｼﾞﾝﾊﾞﾗ産後うつ病質問票」） の導入による産婦のメンタル
ヘルス支援の強化：主に乳児家庭全戸訪問時にEPDSを活用し、母
親の気持ちを傾聴することで、産後うつや育児困難等のリスクを早
期に発見し必要な支援に繋げる。産後の心の不調について早期対
応を図ることを目的として、専門医による「産後メンタルヘルス相談
(仮)」を新たに年4回程度開催し、産婦や保健師等の支援者が受診
の必要性や支援方法について相談できる支援体制を構築する。

総
事
業
費

5,187

国は、母子保健における主要な取組を示した「健やか親子21(第2次)において、「切れ目のない妊産婦・乳幼児
への保健対策」を課題とし、目標指標の一つとしてEPDSの導入とそのフォロー体制の整備を掲げており、EPDS
を導入する自治体は増えてきている。また、国は、子育て世代包括支援センターの全国展開と「産後ケア事業」
等の妊産婦を支える総合的な支援体制の構築を推進しており、近隣自治体でも産後ケア事業（宿泊型）を導入
していることから、地域で安心して子育てできる支援体制の確保のため急務であると考える。

財
源
内
訳

1産婦の身体的回復と心理的安定の促進を
図り、健やかな育児を支援する環境を整備
する。
2産婦の心身の健康を守り産後うつを予防
することで、養育困難や児童虐待の未然防
止を図る。

1,532

必
要
性

H30年度の妊婦面接数410件のうち、支援が必要と考えられプランを作成した妊婦は299件であり、約7割を占め
る状況であった。こうした妊婦は、産後うつや不適切な子どもの養育などのリスクを抱えている。EPDSは、産婦
の自己記入式による質問票であり、自ら訴えることのできないSOSのキャッチが可能となることと、スクリーング
により、心身の回復が必要な産婦の支援サービスの一つとして産後ケア事業（宿泊型）の果たす役割は大きい
ことから必要と考える。

改善した
うえで実
施

他自治体の活用状況を確認し、
効果を見極めること。また、子育
てに特化した相談だけでなく、他
の用途にも活用できるよう検討
すること。

120

1,043

虐待通報を受けての訪問時に迅速な対応が取れない等のリスクを解消するためにも、早急な対応が必要であ
る。

378

1,043

4

認可保育園等に対するアレルギー児対応の
充実

食物アレルギーを持つ児童に対して、除去食の提供などの対応を
実施する園に対し補助金を交付。
補助額：対象児童1人につき月額5,000円

総
事
業
費

2,640

3,159

3,159

アレルギー児用給食の提供に際しては、献立の作成から、食材の確保、調理に至るまで個別対応しており、通
常の給食と比較し、事務負担、経費負担ともに重くなっている。公的補助としては、都補助（サービス推進費等）
があるが、現行の補助単価では不十分なため、市独自の上乗せ補助が必要と考える。

改善した
うえで実
施

保育園に対する財政支援で、26
市の導入実績も少ないことなど
を踏まえ、引続き、東京都に対
する補助金の増額を要望すると
ともに、補助額の設定や実施時
期について検討すること。

519

3,159

財
源
内
訳

所管課長評価
事務事業の分析

行政評価委員会評価
事務事業の評価

財
源
内
訳

266

面接や訪問時に孤立しがちな外国籍家庭や
妊婦とのコミュニケーションをサポートし、適
切な情報提供や相談対応を図る。

399 効
率
性

訪問時に日本語が理解できない場合は、日本語を理解できる人の同席を訪問相手に依頼するか、後日来庁い
ただき通訳を介して対応することを促しているが、二度手間、三度手間となることも多く効率が悪い。2

タブレット等を活用した多言語通訳の導入 タブレット等を活用した多言語通訳の導入
＊コールセンターのオペレーターが対象者に応じた言語で即時通訳
を行い、外国籍市民と職員との三
　者通話を可能とする。
＊対応言語　　1テレビ電話通訳（タブレット）　14ヵ国語　　2電話通
訳（スマートフォン）　8ヵ国語

総
事
業
費

923

緊
急
性

必
要
性

日本語の理解が不十分な外国籍市民への対応について、妊娠届の際の面接、及び新生児訪問や通報を受け
ての訪問の際、コミュニケーションが取れずに苦慮することがある。また、養育困難など支援が必要な子育て家
庭の早期発見・早期支援のためにも、訪問時のコミュニケーションをサポートする手立てが必要である。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

母親同士の話し合い（子どもは別部屋で保育）や種々の講座、事業
前後のカンファレンス

総
事
業
費

340

必
要
性

育児不安や孤立化した母親同士の話し合い
を通して、育児不安の軽減に努め、虐待や
養育困難を未然に防ぐ

育児に不安を持つ母親に対して、保健師等の個別支援のみならず、グループ支援の中で母親同士の関わりを
通して育児に対する自己肯定感を高めることができ、母親の健康度を高める支援の１つとして必要である。

計画どお
り実施

１回あたりの定員について、フレ
キシブルな対応ができるよう検
討すること。また、この事業を通
じて自主グループができるよう支
援すること。

604

944

財
源
内
訳

170

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

緊
急
性

乳児健診において母親に課題のある事例が年々増加している。また、令和２年度より乳児家庭全戸訪問事業
時に産後うつに関する質問票等の導入を検討しており、さらに母親へのサポートを必要とする対象者の増加が
見込まれ、支援策の充実を早急に図る必要がある。774

944

効
率
性

通年実施とすることで、適切なタイミングで、より多くの母親を対象とすることができる。また、リスクの高い母子
に対して、グループを活用した支援は自己肯定感を高める意味でも効率的な支援である。1

育児サポート事業（すくすく教室）の充実

行政評価委員会評価
事務事業の評価

●　基本目標１　生涯を通じて学び育つまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析

 1-1



所管課 生涯学習部学校教育課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部教育相談室

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部学校教育課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部学校教育課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課長評価
事務事業の分析

935

区分

羽村市立学校における教職員の健康管理

令和2年度
経費概要(千円)

改善した
うえで実
施

産業医及び衛生委員会を設置
する学校と、他の学校との間で、
健康管理体制の取組みに差が
出ないような方法を検討し、実施
すること。

173

935

法令に基づき、羽村第一中学校に衛生委員会を設置する必要があるとともに、長時間労働者に対して、産業医
の面接指導が生じることを想定し、令和２年度から実施する。

935

効
率
性

労働安全衛生法の規定に基づき、配置する産業医を活用し、他の小中学校の教職員に対し面接指導も行う。

緊
急
性

必
要
性

羽村第一中学校の教職員等の人数が50人以上となることから、法令に基づき衛生委員会を設置する必要があ
る。また、タイムカード導入により教員の長時間労働の実態が把握できるようになったことから、長時間労働者
に対して産業医の面接指導を行う必要がある。

小学校英語教科化の全面実施が令和２年度に実施されることや、次期の小中一貫教育基本計画の始期に合
わせて、令和２年度に実施する必要があり、緊急性を要する。

16,695

16,695

改善した
うえで実
施

ＡＬＴ等を活用した事業の時間数
を精査した上で、実施すること。

537

16,695

財
源
内
訳

行政評価委員会評価
事務事業の評価

8

小・中学校における教職員の健康管理体制
の整備

羽村第一中学校の教職員等（都費職員及び市費職員）が50人以上
となることから、労働安全衛生法の規定に基づき、当該学校に産業
医を配置するとともに、衛生委員会を設置する。
また、配置した産業医を活用して、他の小中学校の教職員に対し面
接指導を行う。

総
事
業
費

762

財
源
内
訳

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

効
率
性

ALTを直接雇用することにより、他自治体と比較して、最小限の経費で配置することができる。
7

ALT、英語コーディネーター、外国語活動ア
ドバイザーの拡充

ALTの配置時間の拡充を行うことで、「聞くこと」「話すこと」「読むこ
と」「書くこと」の４技能のうち、「聞くこと」「話すこと」の充実を図る。ま
た、英語コーディネーター、外国語活動アドバイザーの拡充を行うこ
とで、英語カリキュラムや英語教材の開発を行うなど英語教育の充
実を図る。

緊
急
性

小学校英語教科化の全面実施が令和２年度に実施されることや、次期の小中一貫教育基本計画の始期に合
わせて、時期を逸することなく令和２年度に実施する必要がある。

総
事
業
費

16,158

必
要
性

 学習指導要領の改訂に伴う小学校英語教
科化の全面実施（令和２年度）に合わせ、さ
らなる英語教育の充実を図る。

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など、
生活指導上の課題に対応するため、これら
の課題に地域全体で取り組む教育体制を構
築し、地域や学校の実態に即した効果的な
取組を推進する。

3,192 効
率
性

6,157

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析

家庭と子どもの支援員を各学校に配置することにより、課題を抱える家庭や不登校傾向が見られる児童・生徒
への対応が早期に可能となり、児童・生徒の一人ひとりのニーズにあった支援を行うことで、不登校や不登校傾
向の未然防止や早期解消につなげる。

緊
急
性

必
要
性

不登校傾向にある児童・生徒は、家庭環境や自分自身の集団適応能力等に課題を抱えることが多く、次第に
不登校や不登校傾向になる。教職員が保護者と連絡するなど児童・生徒の状況を把握し登校への促しをしてい
るが、よりきめ細かな対応が必要となるため、家庭と子どもの支援員を全校に配置する。

3,990

財
源
内
訳

行政評価委員会評価
事務事業の評価

6

学校と家庭の連携推進事業の拡充 主に児童・生徒の不登校・不登校傾向等の改善のため、「家庭と子
どもの支援員」を小学校4校に配置し、支援の必要な児童・生徒へ直
接関わるとともに、その保護者からの相談に応じる。

※ 小学校4校の配置拡大により全校実施（現在実施校　中学校3
校・小学校3校）

総
事
業
費

図書の貸出状況など学校図書館総合管理システムから得られる統計情報（ニーズ）を基に、学校図書館の蔵
書の整備充実を行っていくことにより、年間貸出冊数の増加に向け取り組むことができる。具体的には、蔵書管
理を行う時間を短縮でき、システムを利用して蔵書の貸出し傾向などを把握することが容易になるため学校図
書館司書の事務負担が軽減できる。その結果、生徒の読書活動に向けた取り組み（蔵書の紹介、生徒の趣味
趣向に合わせた選書など）をより効率的に行うことができる。

必
要
性

計画どお
り実施

小学校期において、不登校児童
や不登校傾向にある児童に対
応することは、中学校期での不
登校等を未然に防ぐことにもつ
ながるため、計画どおり実施す
ること。

2,167

6,157

不登校児童・生徒や不登校傾向にある児童・生徒本人の特性（発達障害や適応障害）や家庭環境等、
複雑な背景があり不登校率の減少に向けての取組強化は急務である。

2,965

財
源
内
訳

5

学校図書館総合管理システムの拡大 学校図書館総合管理システムを中学校３校に導入し、学校図書の
貸出作業の効率化、統計処理の合理化を図るとともに、学校図書館
司書を有効に活用する。
また、中学校間での共通した情報の共有や羽村市図書館との連携
を図っていく。

総
事
業
費

8,813

学校図書館総合管理システムを中学校３校
に導入し、読書教育の充実を図る。
また、市内小・中学校や羽村図書館との連
携を図っていく。（※小学校には既に導入
済）

緊
急
性

平成29年度に全小学校への整備が完了した。市図書館と全小・中学校が連携した読書活動を行っていくため
に、全中学校への配備によるネットワークの構築が早急に必要である。本来、平成30年度に整備を計画してい
た経緯もあり、令和2年度に中学校への整備を行い、市図書館と市内小・中学校の全校に同じシステムを導入
し、ネットワークを構築することで、児童・生徒の読書活動の向上を図る必要がある。

9,005

9,005

計画どお
り実施

システム構築に係る費用につい
て、すでに他の学校で導入して
いるシステムを利用していること
もあるため、改めてシステムの
構築が必要かを確認し、実施す
ること。

192

9,005

図書の貸出作業や、蔵書管理など事務の効率化を図ることができる。中学校図書館は小学校図書館と比べて
蔵書数が多く分類も多岐にわたるため、データベース化の必要性がより高い。市図書館と市内小・中学校図書
館が同じシステムを導入しネットワークを構築することにより、児童・生徒の読書機会の向上（読書量の増加）に
ついて、連携して取り組むことができる。

効
率
性

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標１　生涯を通じて学び育つまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価
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所管課 生涯学習部教育支援課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部学校教育課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部生涯学習総務課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部スポーツ推進課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

計画どお
り実施

長期総合計画策定との整合を図
りつつ、計画どおり実施するこ
と。8,940

10,047

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

1,107

必
要
性

令和4年度を初年度とする次期生涯学習基
本計画の策定

財
源
内
訳

効
率
性

現行計画の期間は令和3年度までであるため、市の生涯学習における現状の分析や市民意識調査を行い、計
画的に策定作業を進めていく必要がある。

11

総
事
業
費

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧

オリンピック事前キャンプ地となる羽村市に
おいて、キルギス共和国男子柔道チームの
練習の拠点となる第３ホールの環境を整え、
良好な環境で同国を迎え入れる。

学習サポーターの中学校３校への配置拡充を行い、主に数学で実
施されている習熟度別少人数クラスへの学習支援や放課後補充教
室の支援を、教員と連携して実施する。

総
事
業
費

財
源
内
訳

算数・数学を中心とした児童・生徒の学力向
上を図るため、学習支援・補習指導体制の
充実を図る。

12

スポーツセンター第３ホール畳入替え 第３ホールの畳100畳が劣化しているため、入れ替えを行う。 総
事
業
費

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析

障害のある児童・生徒の将来の自立と社会参加に向けた学びの充実を図るためには、障害の状態や特性を踏
まえた教材を効果的に活用し、適切な指導を行うことが必要である。特に、ICT機器の活用は、障害のある児
童・生徒たちの可能性を広げる機器として必要性が高い。

総
事
業
費

937

必
要
性

発達障害やその疑いのある児童・生徒の障
害特性に応じた学習上又は生活上の困難さ
を改善又は克服するため。

1,878

新学習指導要領において『確かな学力の向上』が求められており、基礎学力の向上を図る観点から、学習支
援・補習指導体制の充実を図る必要がある。

議会や推進委員会における、審議、検討事項や問題点等を洗い出すなど、効率的かつ計画的に実施していく。

緊
急
性

10,047

10,047

生涯学習基本計画の策定 現行計画の検証を行った上で、今後の羽村市における生涯学習について、令和4年度を始期とする次期生涯
学習基本計画を策定する必要がある。

令和2年度：生涯学習審議会、生涯学習推進委員会、検討部会の開
催、市民意識調査の実施
令和3年度：生涯学習審議会の開催・答申、生涯学習推進委員会、
検討部会の開催、意見公募手続の実施、基本計画を決定する。

行政評価委員会評価
事務事業の評価

10

学習サポーターの中学校３校への配置拡充

計画どお
り実施

入替えに係るスケジュールを再
確認し、実施すること。

49

2,744

財
源
内
訳

効
率
性

100畳を一括で入れ替えることにより、畳の単価を下げることが可能となる。

緊
急
性

キルギス共和国男子柔道チームの事前キャンプを受け入れる前に、早急に実施する必要がある。

2,744

2,744

10,403

2,695

必
要
性

畳の端が既に切れている部分があり、今後、劣化の進行で増えていくことが考えられる。また、切れた箇所に足
の指を引っかける危険性もあることから、全面入れ替えが必要であり、キルギス共和国には、事前キャンプ地と
して当市を選んでもらったことから、良い環境で受け入れを行う必要がある。

必
要
性

計画どお
り実施

小学校での導入効果を検証した
うえで、実施すること。

269

10,403

学力向上や基礎学力の定着は最重要課題であり、次期の小中一貫教育基本計画の始期に合わて、優先的に
行うべき事業である。

10,403

効
率
性

小学校へ導入している学習サポーターと同様に、直接雇用することにより、最小限の経費で配置する。

緊
急
性

10,134

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

財
源
内
訳

効
率
性

障害特性や発達の段階に応じたアプリケーション等を使用することにより、指導や支援を専門的に充実させるこ
とができる。9

特別支援教室におけるタブレット端末導入
の授業

市内小中学校特別支援教室にタブレット端末を導入し「個別指導計
画」に基づき発達課題に合った指導・支援を実施する。

緊
急
性

ICT機器の有する多面的な効果により、児童・生徒等の可能性を広げていくためには、ICT機器を活用した指
導・支援を充実するとともに、機器の活用方法等を正しく理解し、十分に使いこなす力を身に付けることが必要
である。（東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第一次実施計画より）1,878

1,878

計画どお
り実施

発達障害のある児童・生徒の学
習補助ツールとして、計画どおり
実施すること。941

【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標１　生涯を通じて学び育つまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価
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所管課 生涯学習部スポーツ推進課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部生涯学習総務課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 生涯学習部生涯学習総務課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧

所管課長評価
事務事業の分析

必
要
性

市民のスポーツ実施率向上のため、ウォーキングの推進は必要である。スポーツを始めるきっかけづくりに役
立てるため、ウォーキングマップの配布とともに市内のウォーキング事業を実施する。

500 効
率
性

杏林大学との連携のなかで、既に実施した経験もあるポールウォーキングを実施する。購入する備品について
は、他の事業での利活用を図っていく。

10

必
要
性

地域や学校などの集団生活で必要な心豊かな人間性を育むための取り組みとして、普段の生活では体験でき
ない自然体験活動は有効である。

子ども家庭部等と連携・協力し、
計画どおり実施すること。

効
率
性

緊
急
性

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

多摩川や自然休暇村周辺の自然を活用し、
川遊びや野外活動など普段の生活ではでき
ないことを集団生活の中で体験する。

効
率
性

川遊びはゆとろぎと連携して実施することで内容の充実を図るほか、自然休暇村の指定管理者が実施する事
業として自然体験プログラムを提供することにより、経費を最小限に抑える。

計画どお
り実施

15

はむらの家庭教育（仮称）（家庭教育読本
（仮称）の発行）

市が実施する子育てに関係するさまざまな事業（講座、サークル活
動、支援、相談、情報提供）や国及び東京都の家庭教育関連情報を
活用できるよう、情報をまとめる。

総
事
業
費

4

必
要
性

財
源
内
訳

家庭でのしつけや生活習慣、子育ての悩み
や問題を解決するための情報をまとめ発信
し、保護者の子育てに対する意欲や関心を
高めるとともに、不安や悩みを解消し、家庭
における子育て力を向上させる。

仕事と子育ての両立の難しさや子育てに関する意識の変化など様々な要因を背景として、家庭の孤立化や時
間的精神的ゆとりを持てない状況、さらには児童虐待など、家庭をめぐる問題が深刻化してきているなか、保護
者の子育てに対する意欲や関心を高めるとともに、不安や悩みを解消し、家庭における子育て力を支援する必
要がある。

計画どお
り実施

128

132

親の子どもに対する教育力の低下が叫ばれており、早急に着手すべきと考える。また、生涯学習基本計画後期
基本計画の計画事業でもあることから、優先的に進めたい。

132

132

家庭教育読本（仮称）の発行については、国の「家庭教育手帳」や東京都の家庭教育支援事業を紹介・活用す
ることにより、製本に要する時間、経費を削減する。

行政評価委員会評価
事務事業の評価

13

ウォーキングマップの活用 上半身の運動にもつながるポールウォーキングを、杏林大学の協
力をいただきながら実施する。ウォーキングコースは、マップに定め
たコースとする。

総
事
業
費

500 計画どお
り実施

市民のスポーツ実施率の向上を
図るため、計画どおり実施するこ
と。81

581

東京都の補助制度が令和２年をもって終了となる。マップ作成後にイベントでの活用が条件であるため、令和２
年度に実施する。

81

581

財
源
内
訳

市民のスポーツ実施率の向上のため。

●　基本目標１　生涯を通じて学び育つまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析

【長期総合計画基本目標別】

財
源
内
訳

緊
急
性

区分
令和2年度

経費概要(千円)
行政評価委員会評価

事務事業の評価

14

緊
急
性

多摩川や自然休暇村を活用した自然体験
の実施

川遊び（釣りやすいか割りなど）や自然休暇村を拠点とした自然体
験プログラムの実施

総
事
業
費

地域の団体にも協力をいただき
実施している好評な事業であり、
計画どおり実施すること。128

138

生涯学習基本計画後期基本計画の計画事業であり、実施計画において令和2年度に体験活動を予定してい
る。

138

138
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所管課 福祉健康部障害福祉課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 福祉健康部障害福祉課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 福祉健康部障害福祉課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 福祉健康部社会福祉課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

緊
急
性

現在、登録手話通訳者は5人のみであり、急な要請に応えることが困難であることから、早期に新たな手話通訳
者を養成し、登録者を増やしていく必要がある。

緊
急
性

必
要
性

被保護者の日常生活・社会生活の自立を助長する観点から、医療・生活の両面から健康管理に対する支援を
行う必要があり、健康な状態を保つとともに、医療扶助の適正化を図ることが出来る。

計画どお
り実施

対象者の抽出の継続性の有無
など、内容を整理確認し取り組
むこと。1,338

1,338

生活保護法の改正に伴い、令和３年１月より事業を実施する必要がある。早期実施により、今後の医療扶助費
抑制に向けた体制が構築される。

1,338

1,338

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

19

生活保護被保護者健康管理支援事業 レセプトデータを活用し、全国ベースの医療費等分析結果との比較・
分析により事業方針を策定する。事業方針に基づき抽出した被保護
者について、医療機関未受診者支援、頻回受診者への適正受診指
導、生活習慣病の重症化予防等の健康支援を実施する。

総
事
業
費

0

財
源
内
訳

健康上の課題を抱える被保護者に対して、
日常生活・社会生活の自立の観点から、生
活習慣病の発症予防や重症化予防等を推
進する。

効
率
性

通常のｹｰｽﾜｰｸ業務等における指導又は健康診査業務委託における特定保健指導など既存の事業を活用す
ることにより、事業の効率的な実施を図る。

858

1,188

現在、登録手話通訳者は5人のみであり、登録者増の必要がある。また、手話通訳者を増やすために、継続的
な上級講座を実施し、新規の登録者候補を増やす必要がある。

計画どお
り実施

手話通訳養成事業をレベル別に
隔年で実施するなど、効率的な
方法を検討すること。748

1,188

財
源
内
訳

220

110
18

手話上級(手話通訳者養成)講座の実施 羽村市ろう者協会と羽村市手話通訳登録者が、講師となり、手話上
級講座（手話通訳養成講習会）を実施する。

総
事
業
費

440

必
要
性

聴覚障害者の意思疎通支援を行う手話通
訳者を育成する。 効

率
性

以前は、上級講座を東京手話通訳等派遣センターに委託して実施してきたが、今回より地域での養成を重視
し、聴覚障害者団体及び羽村市手話通訳登録者を中心に講座を実施する。講座でろう者と交流することで、手
話通訳者となったときにコミュニケーションがとりやすくなり、支援が充実する。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

財
源
内
訳

障害児に対する協議の場を設け、課題の改
善やよりよい支援の実施を目指す。 効

率
性

障害児に関する部会を設けることで、障害児を支援している関係者が情報共有を行うことができ、障害児支援
の推進につながる

緊
急
性

必
要
性

国の基本指針として、平成30年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において医療的ケア児支援の
ための協議の場を設けることとしている。障害児サービス事業者の増加に伴い、利用者数も増加しており、協議
の場が必要である。

計画どお
り実施

現在の協議会や部会の枠組み
の中での対応について検討する
こと。177

349

国の基本指針として、平成30年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において医療的ケア児支援の
ための協議の場を設けることとしている。また、第1期羽村市障害児福祉計画(平成30年度～令和２年度)におい
ても協議の場の設置の検討を掲げている。349

349

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

17

羽村市地域自立支援協議会 羽村市地域自立支援協議会委員の増（障害児支援に関する福祉関
係者1人）
羽村市地域自立支援協議会の下部組織である部会として「子ども
（障害児）部会」を新設(委員10人以内)

総
事
業
費

172

国の基本指針により、障害福祉計画及び障害児福祉計画は、計画期間が3年と定められており、令和2年度中
に次期計画を策定する必要がある。また、国から示される方針を加味し、障害者の状況の変化をとらえ、計画を
策定する必要がある。

計画どお
り実施

近隣自治体の状況を踏まえ、計
画策定に係る委託費用の精査
を行うこと。962

5,879

財
源
内
訳

効
率
性

審議会資料を委員に事前に送付し、内容を確認していただくことで、審議会を効率的に進めていく。
16

羽村市障害者計画、第6期羽村市障害福祉
計画及び第2期羽村市障害児福祉計画の策
定

障害者を対象としたアンケート結果をもとに、関係団体の代表者等
からなる審議会にて討議し、計画を策定する。

総
事
業
費

4,917

必
要
性

令和3年度から5年度までの「羽村市障害者
計画、第6期羽村市障害福祉計画、第2期障
害児福祉計画を策定する。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標２　安心して暮らせる支えあいのまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

障害者計画、第5期障害福祉計画及び障害児福祉計画の計画期間が令和2年度で終了となることから、令和3
年度からの次期計画を令和2年度中に策定する必要がある。

5,879

5,879
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所管課 市民生活部　市民課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 福祉健康部健康課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 福祉健康部健康課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 福祉健康部健康課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

効
率
性

乳幼児健康診査の結果を、健康・医療・教育情報評価推進機構にて電子データ化することにより、人件費の削
減を図る。

1,954

1,954

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析

国は健康寿命延伸に向けたデータヘルス改革を推進しており、乳幼児健診、予防接種等の健康情報歴を一元
的に確認できる仕組みの構築のために、母子保健情報の電子化及び自治体中間サーバーへの副本登録を実
施する必要がある。

2,200

必
要
性

国が進める健康寿命延伸に向けたデータヘ
ルス改革における乳幼児期の健康情報の
電子化の実現

財
源
内
訳

３歳児健診の結果、心理面で要経過観察と
判断された幼児について、定期的に面接を
行い、相談を受けることにより、その健全な
育成を図る。

効
率
性

臨床心理士の増員による利用者の増が可能となることで、効率性が向上する。

緊
急
性

必
要
性

現在実施している事業であるが、保護者のニーズ増や保育園・幼稚園との連携の充実、発達支援を必要とする
継続利用者の増により、現在の予約枠では対応しきれず、適切な時期の相談が困難な状態となっている。保護
者の相談ニーズに応じて適切に相談できる機会を提供することが必要である。

計画どお
り実施

心理相談が増加している中で、
就学後も安心して相談できるよ
う、他の部署と連携を図ること。
また、規模を含めて他自治体と
の比較検証を行うこと。

1,323

1,954

すでに令和元年度の予約は約９割埋まっており、当事業の実人員・延べ人員ともに増加傾向にあることから、
今後さらなる相談ニーズに対応していくためには、令和２年度からの増員が必要である。

行政評価委員会評価
事務事業の評価

23

３歳児経過観察健康診査（心理相談）の充
実

３歳から就学前の幼児の発達や情緒に関する相談、保護者の育児
不安等に関する相談について、臨床心理士が個別に面接を実施す
る。両親との面接の間、幼児の行動観察も含めて実施する。

総
事
業
費

631

3,594

3,594

緊
急
性

国が、母子保健情報の自治体中間サーバーへの副本登録実施を、令和２年６月からの開始に努めることとして
いるため。

計画どお
り実施

今後の学校健診や成人健診へ
対象範囲が広がるにあたって、
データ連携などの取組みについ
て関係部署と調整すること。

1,394

3,594

財
源
内
訳

22

母子保健情報の電子データ化の実施 ○乳幼児健診（乳児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診）の情報を
電子データ化し、自治体中間サーバーへ副本登録する。

総
事
業
費

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

財
源
内
訳

特定健康診査の検査結果に応じて、必要な
市民に自らの生活習慣を振り返り、生活習
慣の改善に向けて取り組み、保健指導終了
後も継続できるよう支援を行う。

864 効
率
性

医療機関受診勧奨者は、特に生活習慣病の重症化に対して危機感を持っており、指導を受ける意識がより高
いと思われることから、保健指導が入りやすく、重症化予防に対して効率的である。

緊
急
性

必
要
性

特定保健指導の実施率は低く、計画値に達していない現状がある。現在、検査値が保健指導域のみを対象とし
ているが、データヘルス計画の資料からも、糖尿病・高血圧の重症化に伴う人工透析患者が増加しており、医
療機関受診勧奨域についても対象者に加えることで、実施率のさらなる向上や早い段階での生活習慣病改善
による重症化予防・医療費の抑制が期待できる。

改善した
うえで実
施

面談や電話による保健指導の
みではなく、他の方法も含めてよ
り効果的な事業となるよう検討
すること。

821

4,613

データヘルス計画の資料より、糖尿病や高血圧が原因とされる腎不全の一人当たりの医療費が高く、人工透析
患者の増加も顕著であり、重症化を未然に防ぐために早急に特定保健指導の実施率の向上を図る必要があ
る。3,749

4,613

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

21

特定保健指導の充実 生活改善のための行動目標及び行動計画の作成、食事・運動等の
生活習慣の改善に必要な実践的な指導、その他生活習慣の改善の
ための取組に係る支援及び、電話による指導を行う。

総
事
業
費

3,792

業務委託導入時の初年度には多くの初期費用を要してしまうが、今後被保険者数は増加の一途であり、それ
に伴って事務量のさらなる増加が見込まれるため、限られた日程で人員を有効に活用することによって作業を
迅速・正確に遂行することができる。

改善した
うえで実
施

他税目との一本化について再度
検討の上実施すること。

229

2,568

財
源
内
訳

効
率
性

委託化により、毎年6月下旬から7月上旬にかけて行われる当初賦課事務に従事する職員の所要時間を縮減さ
せることで、同封文書・引抜きなどの事前準備作業や、平常業務も並行して進めることができ、作業ミスの防止
にもつながるため、効率的な事務執行の実現に寄与することができる。

20

後期高齢者医療保険料額決定通知書等電
算処理・作成委託

保険料額決定通知書及び納付書の印刷・ブッキングを委託化。
広域連合からのデータ取込みから納品まで10日程度を想定。

総
事
業
費

2,339

必
要
性

後期高齢者医療保険料の当初賦課時にお
ける保険料額決定通知書及び納付書の印
刷・ブッキング業務を委託化することによっ
て、所管する事務の効率化及び市民サービ
スの向上を図ること。

2,339

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標２　安心して暮らせる支えあいのまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

毎年、兼務する国民年金事務と繁忙期が重なるため、所管事務のサービス低下を懸念しているが、保険料賦
課の事務に割かれていた人員を窓口対応や平常業務に充てることにより、市民サービスの水準を維持・向上さ
せることができる。229

2,568
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所管課 福祉健康部健康課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

緊
急
性

子育てに不安を抱えている保護者は多く、子育て支援に関するアプリを導入することで、不安の軽減を図ること
ができる。26市でも導入が進んでいる。

694

694

予防接種の回数、接種間隔など予防接種が複雑化しているが、アプリを活用することで、予防接種のスケ
ジュールを保護者が正しく把握、管理することができる。
また、楽しく子どもの成長を記録することで、乳幼児健診の受診率向上が図られる。

次年度以
降持ち越
し

情報発信はどこまでの範囲とす
るのか、また対象者の設定を含
めて費用対効果の検証を行うこ
と。

144

694

財
源
内
訳

効
率
性

行政側から各種の情報発信が可能であり、迅速かつ効率的に必要な情報を適時、発信することができる。ま
た、スマートフォンで子どもの予防接種、健康診査等の管理ができ、データのバックアップにより記録の亡失の
危険がなくなる。

24

母子手帳アプリ（子育て支援アプリ）の導入 　妊婦健診・乳幼児等各種健診の記録（グラフ化）、予防接種スケ
ジュールの管理、市の子育て情報及び出産・育児に関する情報提
供、市からのお知らせ発信など

総
事
業
費

550

必
要
性

　子どもの健診や成長の記録、予防接種の
スケジュール管理などを手軽に行うことで、
子供に対する愛着形成につなげるとともに、
市の各種情報を発信し、子育て情報サービ
ス提供の充実を図る。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標２　安心して暮らせる支えあいのまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価
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所管課 福祉健康部健康課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 企画総務部企画政策課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 市民生活部　地域振興課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 市民生活部　防災安全課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

緊
急
性

必
要
性

災害対策基本法の規定に基づき、羽村市防災会議が地域防災計画を作成する必要がある。 改善した
うえで実
施

修正内容、費用、コンサルタント
への委託業務範囲の検討や、
職員定数との調整をすること。
先日の台風の経験と知識を活用
して修正作業をすること。

1,022

11,022

計画修正から５年が立つため現状に則した羽村市地域防災計画に修正する必要がある。
東京都地域防災計画が改定（令和元年度）に合わた内容修正が必要である。

11,022

11,022

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

28

羽村市地域防災計画の修正 地域防災計画の修正案の検討、地域防災計画等検討委員会設置・
開催、羽村市防災会議の開催（審議）、パブリックコメント及び計画
の決定、地域防災計画の印刷

総
事
業
費

10,000

財
源
内
訳

「羽村市地域防災計画」を修正する。
効
率
性

職員によりできる部分は職員で実施しながら、コンサルタントを活用して実施する。

羽村市および福生市では、外国人人口が増加傾向にあり、日本人との共生への対応が課題となっているため、
市内の日本人・外国人のニーズに合った施策を進めるとともに、より充実した多文化共生推進事業を進めてい
くため。

計画どお
り実施

多文化共生事業に取り組む意
義や必要性を明確にすること。
また、市長会の補助がでない場
合の、対応を検討すること。

221

5,221

財
源
内
訳

効
率
性

市境が隣接する福生市と連携して事業に取り組むことで、課題等の把握・共有を図りながら、課題の解決に向
けたより有効な事業を検討し、実施することができる。27

福生・羽村多文化共生事業 羽村市および福生市の日本人と外国人の双方に、現在の課題や問
題点などについてアンケート調査
を行い、その結果を次年度以降の事業に反映させる取組みを実施
する（東京都市長会助成金事業）。

総
事
業
費

5,000

必
要
性

近年、羽村市および福生市の外国籍市民が
増加傾向にあることから、日本人と外国人と
の共生への対応が重要となっている。そこ
で、両市で連携して事業に取り組むことで、
域内に住む外国人と日本人との共生に係る
課題等を把握・共有し、課題の解決に向け
た事業を検討し、実施することを目的とす
る。

緊
急
性

必
要
性

世間が戦争と平和について関心を示す機会に合わせて、実施することで平和意識の醸成を図る。また、戦争の
記憶が風化してきていることから、戦争がどのようなものであったか知る機会を提供する。

5,000

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

羽村市と福生市では、外国人人口が増加傾向にあり、日本人との共生への対応が課題となっているため。

221

5,221

改善した
うえで実
施

映画の内容や費用について精
査すること。
5周年事業として5年ごとの実施
が妥当なのか、他自治体の取組
みなども参考に検討すること。

1,063

1,295

戦後75年にあたり、戦争の悲惨さや平和の気持ちを未来につなげるために、各団体で様々なイベントが企画さ
れている。羽村市もこの機会を捉え、実施するものである。

1,295

1,295

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

26

平和の企画展の実施 平和の企画展について、戦後75年と節目の年であることから、内容
を拡充して実施する。
・映画は、戦争に関する著名な作品を上映する。（この世界の片隅
にを予定）。作品のレンタル上映に係る経費の増を計上。
・資料を拡充して展示する。

総
事
業
費

232

財
源
内
訳

羽村市平和都市宣言の趣旨に基づき、恒久
的な平和意識を普及啓発していくため。特に
令和2年度は戦後75周年にあたり、理念を
未来につなぐために実施する。

効
率
性

民間委託等せず、職員が行うことにより、経費を抑える。

災害発生時の医療体制の確保、適切な医療の提供のために医薬品及び医療用備品の整備は、必要であり、
地域災害医療コーディネーター、市町村災害医療コーディネーターからも早期の整備を求められている。

計画どお
り実施

福生市、瑞穂町及び委託先の公
立福生病院と調整のうえ、医薬
品及び医療用備品等を整備し、
災害発生時の医療体制を整える
こと。

192

1,178

財
源
内
訳

効
率
性

緊急医療救護所の医薬品及び医療用備品の購入及び管理を設置場所である公立福生病院へ委託することに
より、災害発生時の迅速な対応が可能となる。また、医療救護所用の医薬品については、羽村市平日夜間急
患センターの医薬品と相互補完が可能となるよう調整し、効率性を図る。

25

災害用医薬材料等の整備 緊急医療救護所用に医薬材料、医療用備品を購入及び管理等を福
生市、瑞穂町と共同で公立福生病院へ委託する。委託料について
は均等割りと被害想定比率割で福生市47％、羽村市29％、瑞穂町
24％で案分する。医療救護所については、３か所分の医薬品の購
入をする。

総
事
業
費

986

必
要
性

災害発生時から超急性期（72時間）への負
傷者等への対応のため、福生市、瑞穂町と
共同で緊急医療救護所を公立福生病院に
設置する。急性期以降の対応のため、羽村
第一中学校、羽村第二中学校、小作台小学
校に医療救護所を設置する。来所した患者
のための医薬品を整備し適切な医療を提供
する。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標３　ふれあいと活力のあふれるまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

災害はいつ発生するか予見できないため、早期に整備し、災害に備える必要がある。

1,178

1,178
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所管課 市民生活部　防災安全課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 都市建設部　建築課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 市民生活部　防災安全課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 産業環境部　産業企画課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

財
源
内
訳

　多摩川沿いや奥多摩街道を走るサイクリ
ストやランナーをターゲットに休憩スペース
や情報コーナーを備えたサイクリングステー
ションを整備し観光振興を図る。

効
率
性

無人施設とすることでランニングコストを最小にする。

緊
急
性

必
要
性

多摩川サイクリングロードを通るサイクリストを観光客として引き付けるには、起終点にランドマーク的な施設が
必要である。

改善した
うえで実
施

水上公園の再整備と合わせて
検討すること。

241

56,208

自転車活用推進法の成立やCO2排出抑制の観点からも自転車利用が見直されており、今後サイクルスポーツ
やサイクルツーリズムの機運がさらに高まると予想され、そうした情勢を捉えていく必要がある。

56,208

56,208

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

32

サイクリングステーションの整備 　トイレ、東屋、ベンチ、舗装、植栽を行う。羽中4丁目整備用地を土
地開発公社から取得し、水上公園の今後の方向性の検討とともに
羽村堰周辺に人が集うための拠点整備構想の中で検討し、土地の
有効利用を図る。

【対象者】 サイクリスト、観光客

【規模】 用地面積　474㎡

総
事
業
費

55,967

自転車等駐車場の有料化にあたり、民間活用を図る場合、自転車等駐車場の需要算出が前提であるため、必
要不可欠な調査である。

改善した
うえで実
施

市としての今後の方向性や各駐
車場の方針を明確にしたうえで、
委託内容や調査方法をよく検討
すること。

25

2,379

財
源
内
訳

効
率
性

自転車等駐車場の有料化にあたり、民間活用を図ることで、経費節減や自転車等駐車場管理に係る労力の省
力化を図ることができ、効率的である。31

自転車等駐車場利用実態調査 自転車等駐車場利用者に対しアンケート調査等を行う。 総
事
業
費

2,354

必
要
性

自転車等駐車場の有料化に向け、有料化
後の需要算出のため、利用者の意識調査
等を実施する。

緊
急
性

必
要
性

市内において、倒壊の危険性のあるブロック塀等の撤去を促進し、市民の安全・安心の促進を図る。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

青梅線沿線で有料化していないのは、羽村市のみ（青梅市一部無料あり）であり、行財政改革の一環として緊
急性が高い。

2,379

2,379

改善した
うえで実
施

補助期間を3年間と設定するな
ど、倒壊の危険性があるブロック
塀等の所有者に対し、早期の改
善を促す制度として検討するこ
と。また、環境保全課で実施して
いる新たなみどり創出助成制度
の生け垣緑化との関係性を考慮
すること。

279

2,079

近年、地震によるブロック塀等の倒壊が多く発生していることから、倒壊の危険性があるブロック塀等を撤去し、
早急に危険回避を図る必要がある。

729

2,079

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

30

羽村市ブロック塀等撤去工事助成金 市内の道路等（私道を除く）に面するブロック塀等（80㎝以上のもの）
を撤去した費用の一部助成を行う。

総
事
業
費

1,800

財
源
内
訳

900

地震発生時のブロック塀等の倒壊による人
的被害を防ぐための市内におけるブロック
塀等の安全対策を促進し、市民の安全・安
心を図る。

450 効
率
性

東日本大震災の記憶を風化させず、自分の住む地域にも災害が起こり得ることえを市民に意識していただき、
日頃からの備えや防災活動に取り組むことに役立てていく必要がある。

改善した
うえで実
施

視察先は羽村市でも起こり得
る、近隣市町村等の被災地を検
討すること。また、講演会など視
察以外の実施方法も合わせて
検討すること。

351

686

財
源
内
訳

効
率
性

見学会の内容について、旅行会社等を介することなく職員が直接現地の自治体及び講師派遣事務所と調整す
ることにより、手数料を省き、羽村市が考えている実施内容をより明確に伝え反映していくことができる。29

東日本大震災被災地視察見学会 東日本大震災被災地の視察研修及び現地語り部による講演、意見
交換等

総
事
業
費

335

必
要
性

市民を東日本大震災の被災地に引率し、当
時の被害状況や避難生活、復興状況などに
ついて視察研修を行い、被災地への理解を
深め、災害について考える機会とし、防災力
向上を図る。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標３　ふれあいと活力のあふれるまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

より多くの市民に、東日本大震災の教訓を学んでもらい、被災地への理解を深め、防災への取り組みを推進し
ていくため、また毎年度参加者の意見を反映し、改善した被災地見学会を実施していく必要がある。

686

686
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所管課 産業環境部産業振興課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

実施しな
い

情報収集の方法が変化している
ため、デジタルサイネージの設
置ではなく、駅に設置している
Wi-Fiを活用した観光案内や、情
報発信のためのQRコードの整
備など、他の方法を検討するこ
と。

1,195

21,195

財
源
内
訳

10,000 効
率
性

多言語対応により、グローバル化に対応できる。
33

国際化対応の推進(観光案内のユニバーサ
ル化)

観光のグローバル化が進む中で、市を訪れる外国人も今後増加す
ることが予想されるため、案内表示のユニバーサル化や観光ガイド
の育成、宿泊環境の充実などの国際化に向けた取り組みを進め
る。

【対象者】 市を訪れる外国人

【規模】 デジタル観光案内表示板の設置(羽村駅、小作駅の自由通
路に各1基)

総
事
業
費

20,000

必
要
性

国際化対応の推進を図る。

緊
急
性

今後の外国人観光客の増加に対し、羽村の魅力発信に効果が得られる手段のひとつとして実施する。

11,195

21,195

現在、駅前に設置してある観光案内板は、日本語にローマ字ルビの表記であり、外国人の方々に伝わりやすい
情報伝達ツールが必要である。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標３　ふれあいと活力のあふれるまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価
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所管課 産業環境部環境保全課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 産業環境部環境保全課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 産業環境部　環境保全課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 産業環境部環境保全課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

緊
急
性

必
要
性

捕獲するための餌代の経費を助成することで、捕獲作業の効率化が期待できる。 計画どお
り実施

助成額については現状維持で実
施すること。

461

953

令和元年度で現行の制度が終了することから、この機会に改正することが妥当である。

708

953

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

37

飼い主のいない猫の不妊去勢手術費助成
制度の拡充

令和元年度でサンセットとなる要綱の改正にあたり、今までは不妊
去勢手術費のみの助成であったが、猫を捕獲するために必要な餌
代も助成の対象とする。

【対象者】 不妊去勢手術を行う者（市内登録ボランティア団体）　※
現在6団体

総
事
業
費

492

財
源
内
訳

市域の飼い主のいない猫への不妊去勢手
術を行う者（市内登録ボランティア団体）に
対して、その
経費の一部を助成することにより、飼い主の
いない猫を減らし、快適な住環境の維持に
資すること
を目的とする。

245 効
率
性

対象経費の見直しを行うことで、民間団体の活動が活発になる。

今までの創省エネルギー化助成制度等のハード面に加え、光熱水費等の削減や環境配慮活動を促すイベント
等への参加等を支援する必要がある。

改善した
うえで実
施

事業の見せ方や予算措置の方
法等を整理して実施すること。

951

6,951

財
源
内
訳

300

効
率
性

環境配慮行動を実施した市民の行動等については、年２回の集計で把握することから、事務の負担を抑制して
いる。36

環境配慮事業助成金の創設 「創省ｴﾈﾙｷﾞｰ化助成制度」、「新たなみどりの助成制度」、「家庭用
生ごみ処理容器等購入助成制度」を統廃合するとともに、新たに環
境に配慮した行動を実践した者に対しﾎﾟｲﾝﾄを付与する制度を追加
し、制度の充実を図る。

【対象者】 市内在住者

総
事
業
費

6,000

必
要
性

環境負荷の低減に取組む市民等を支援す
ることで、環境保全の推進を図るとともに、
市内事業者での消費喚起に寄与する。

緊
急
性

必
要
性

公共施設から排出される二酸化炭素の削減効果が大いに期待できる。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

地球温暖化が進行する状況において、より多くの市民が環境に配慮する取り組みを普及させることは重要であ
る。

6,651

6,951

改善した
うえで実
施

対象施設の精査や事業所の選
定方法について、再度検討した
うえで実施すること。0

118,000

地球温暖化が進行する状況において、自治体が率先して二酸化炭素削減の施策を展開することにより、市民
や事業者に対する波及効果が期待できる。

118,000

118,000

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

35

バイオガス発電所からの電気調達 令和２年度から本格稼働を開始する市内のバイオガス発電所から
PPS事業者を介して電気を調達し、市内の公共施設で使用する。

【対象者】 羽村市民

【規模】 PPS事業者と契約している公共施設（２５箇所）

総
事
業
費

118,000

財
源
内
訳

公共施設で使用する電気について、発電す
る際に発生する二酸化炭素の発生量を抑制
する。

効
率
性

発電事業者及び新電力事業者との価格等の調整以外に事務が発生せず、また、長期的に調達することによ
り、定期的に実施している電力調達の契約事務が簡素化される。

二酸化炭素を排出する燃料の消費量の削減が大いに期待できる。 その他 設備や運用に要する経費等に
ついて、補助金の整理や実施方
法も含め、引き続き、関係各所と
調整すること。

57

37,057

財
源
内
訳

効
率
性

近接する工場の廃熱を利用することによる調達コストの低減が期待できる。
34

廃熱利用によるスイミングセンターの二酸化
炭素削減事業

現在、日野自動車㈱からの廃熱をスイミングセンターで活用してい
る実証実験のシステムを引継ぎ、本格稼働させる。

【対象者】 羽村市民

【規模】 スイミングセンター施設内の給湯・空調施設

総
事
業
費

37,000

必
要
性

公共施設からの二酸化炭素の発生量を抑
制する。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

地球温暖化が進行する状況において、自治体が率先して二酸化炭素削減の施策を展開することにより、市民
や事業者に対する波及効果が期待できる。

37,057

37,057
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所管課 産業環境部　生活環境課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 都市建設部・都市計画課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 都市建設部　土木課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 都市建設部　土木課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

財
源
内
訳

多摩川沿いの自然環境を生かし、一年を通
して自然学習や体験学習の場として活用で
きる施設整備を図る。

効
率
性

プロポーザルなどにより工事事業者を選定し、市民ニーズと多摩川沿いの自然環境を生かした公園に整備す
る。

緊
急
性

必
要
性

水上公園は、現状施設のままでの応急措置としての修繕による再開は考えてなく、親水公園部分を利用するな
どして、流れるプールに代わる、年間を通して市民の皆様が利用でき、維持管理コストの少ない施設整備を行
う。

次年度以
降持ち越
し

再整備にあたっては、水上公園
付近一帯の防災（水害）への対
応策も視野に入れ、水上公園下
部の貯水池や多摩川への放流
方法、流入してくる雨水対策も含
め、関係各部署と調整し、検討
を進めていくこと。

715

22,015

親水公園を一定規模内で整備・修繕し、水遊びができる施設とする。

22,015

22,015

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

41

水上公園の再整備 水上公園プールに併設している親水公園を拠点とした施設利用や
周辺利用を図る。

総
事
業
費

21,300

加美緑地内のグリーントリム公園用地（12,925.89㎡）について、羽村市土地開発公社からの買戻しを3か年（平
成29年度～令和元年度）で行い、令和2年度に改修工事を実施することとしている。

計画どお
り実施

　ボランティア団体や幼稚園、保
育園、公園利用者などからの意
見を設計内容に反映し、利用し
やすく、楽しめる公園になるよう
改修を行うこと。

715

90,715

財
源
内
訳

45,000

11,250 効
率
性

改修工事については、ボランティア団体、幼稚園、保育園の意見や要望を踏まえ実施する。
40

グリーントリム公園の整備 ボランティア団体、幼稚園、保育園の意見や要望を踏まえ改修工事
を実施する。

総
事
業
費

90,000

必
要
性

加美緑地内のグリーントリム公園用地につ
いて、買戻しを3か年（平成29年度～令和元
年度）で行い、
令和2年度に改修工事を実施する。

緊
急
性

必
要
性

東京都の地形図、地形地物の変更に伴い、都内全区市町村で一斉に見直し作業を行うことが、東京都より示さ
れたため。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

本事業は、社会資本整備総合交付金事業の最終年度となる。

34,465

90,715

次年度以
降持ち越
し

　今後の東京都からの説明や他
自治体の動向を注視するととも
に、事業内容を精査し、事業の
必要性について十分に検討して
いくこと。

2,596

10,307

東京都からは、令和2年度に見直し原案を作成し、令和3年3月に都に提出する旨のスケジュールが示されてい
るため。

10,307

10,307

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

39

地形図等変更に伴う都市計画変更図書等
作成委託

地形図の変更等に伴い、境界等にずれが生じた箇所の修正を行
い、地形図に合った都市計画図を作成する。

総
事
業
費

7,711

財
源
内
訳

都市計画変更図書等の作成
効
率
性

東京都の地形図、地形地物データをベースに、羽村市の用途地域を反映した図面等（見直し原案）を業者委託
により効率的に作成する。

現在の資源リサイクルマニュアルは平成21年3月15日の全戸配付を最後に改訂を行っておらず、内容について
見直しが必要なため、資源リサイクルマニュアルの改訂を行い、市民及び事業者に対する啓発活動が必要であ
る。

計画どお
り実施

改訂は必要であるため、予算面
を精査して実施すること。

7,039

12,800

財
源
内
訳

効
率
性

作成にあたっては、協賛企業から広告を募り、経費の削減を図る。
38

ごみの減量化、資源化の推進（資源リサイク
ルマニュアルの作成）

資源リサイクルマニュアルを作成し、全戸に配布する。

【対象者】 市民及び事業者

【規模】 資源リサイクルマニュアルを31,000部作成する。（全戸配布
26,000部、転入者等用3年間在庫5,000部）

総
事
業
費

5,761

必
要
性

ごみに関する啓発活動の強化により、ごみ
の減量化、資源化の推進を図る。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

羽村市廃棄物減量等推進審議会の答申を踏まえて、早急に資源リサイクルマニュアルを改訂する必要があ
る。

12,800

12,800
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所管課 都市建設部　土木課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 都市建設部　土木課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 都市建設部　都市計画課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 都市建設部　都市計画課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

生産年齢人口減少や人口流出等の抑制を図り、良好な住宅環境を整備していくため。 改善した
うえで実
施

羽村市を選択し、定住してもらう
には、他自治体にはない魅力あ
る制度設計が必要である。支援
方法や補助金の内容など、制度
の中身をよく検討し、制度化を進
めること。

320

2,320

財
源
内
訳

900

効
率
性

社会資本整備総合交付金（事業費の45%）を活用するとともに、長期優良住宅を整備していくことによる固定資
産税の安定収納を図る。45

長期優良住宅取得支援補助金 市内に長期優良住宅を新築し居住する世帯に対し、取得のための
補助金を交付する。

総
事
業
費

2,000

必
要
性

子育て世帯等の近居・同居を補助すること
で、生産年齢人口の減少幅を抑えるととも
に、親世帯・子世帯が相互協力することで、
子育て支援や高齢福祉の推進につなげる。

緊
急
性

必
要
性

少子高齢化により空家等が増えており、良好な住宅環境を整備していくため計画を策定する必要がある。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

自治体人口は最も重要な要素であり、少子高齢化により全国的に人口減少が進んでいるなか、人口減少対策
はスピーディーに取り組む必要がある。

1,420

2,320

改善した
うえで実
施

市としての空き家対策の方向性
を明確にするとともに、計画の策
定に向けては、空き家対策の内
容や、策定費用をよく検証するこ
と。

2,554

5,857

空家等の増加や荒廃による「災害」、「犯罪」、「生活環境悪化」の防止等を図るため、他自治体も計画や条例を
制定しているため、早急に計画の策定をする必要がある。

4,243

5,857

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

44

羽村市空家等対策基本計画策定事業 ・空家等実態調査
・空家等対策基本計画（仮称）の策定

総
事
業
費

3,303

財
源
内
訳

良好な住環境を整備するまちづくりの観点
から空家等の対策に取り組むため、空家等
に対する基本的な取組等を掲載した計画を
策定する。

1,614 効
率
性

「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき計画のベースを検討するため、職員による内部検討委員
会と、民間の知識や技術等の活用を図るための外部委員による懇談会を組織し効率的な計画策定を進める。

水上公園は、多摩川沿いの自然環境を生かし、一年を通して自然学習や体験学習の場として活用して行くこと
としており、隣接する河川敷を占用し整備することにより、より自然環境を生かした施設として一体的な活用が
図れる。

次年度以
降持ち越
し

多摩川河川敷の整備について
は、今回の台風第19号のような
被害が将来的に発生する懸念
があるため、整備内容について
は、よく精査をすること。また、河
川管理者である国土交通省に
は、河川の浚渫や樹木等を適正
に管理するよう依頼をしていくと
ともに、今後の占用について調
整を進めること。

113

113

財
源
内
訳

効
率
性

本年10月に発生した台風19号により、宮の下運動公園を中心とした河川敷に被害が発生した。現在河川敷に
生息していた樹木などは増水により流されていることから、これを機に河川敷の整備を行う。43

宮の下運動公園の河川占用の拡大 水上公園プールに隣接する宮の下運動公園下流部の河川敷を占
用し、自然学習や体験学習などの場として活用できるよう多目的広
場として整備する。

総
事
業
費

0

必
要
性

水上公園と同様に、多摩川沿いの自然環境
を生かし、一年を通して自然学習や体験学
習の場として活用できる施設整備を図る。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

動物公園は、開園40周年を迎え管理事務所等の改修を行った。開園当時に建設された施設は老朽化している
ことから長寿命化を図る必要がある。

67,228

67,228

42

動物公園施設の維持補修・改修工事 動物公園の園内の施設改修工事を実施し、さらなる来園者の増加
と利用者サービスの向上を図る。

動物公園の老朽化した施設（獣舎など）につ
いて、改修工事を行うとともに施設の充実を
図る。

緊
急
性

親水公園と一体とし、多摩川沿いの自然環境を生かした施設整備を行う。

113

113

羽村市動物公園の園内の施設改修工事を実施して、さらなる来園者の増加と利用者サービスの向上を図る。 次年度以
降持ち越
し

動物公園の更なる魅力向上の
ために獣舎等の計画的な改修
等は必要である。改修等にあた
り、今後の改修計画を策定して
いくとともに、特定財源の確保に
向け、国や東京都などとの調整
及び情報収集を行うこと。

279

67,228

財
源
内
訳

効
率
性

令和2年度は新たな指定管理者との契約となることから、指定管理者と連携し管理運営の充実を図る。

総
事
業
費

66,949

必
要
性

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本目標４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価
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所管課 上下水道部上下水道設備課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 上下水道部　上下水道業務課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 上下水道部　上下水道業務課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

緊
急
性

必
要
性

羽村市下水道総合計画については、下水道事業における課題の検証と、将来にわたって安定して事業を継続
していくことが可能となるよう策定を行うものであり、下水道管きょの維持管理や新設工事に加え、自然災害へ
の備えなど、羽村市下水道事業の将来計画を可視化する上で必須である。

計画どお
り実施

近年多発する集中豪雨などの災
害については、知識経験者等か
らの意見を基に、十分な検討を
行うとともに、これまで発生した
被害状況を下水道総合計画の
見直し内容に盛り込むこと。ま
た、策定については上下水道部
職員による作業となるため、スケ
ジュール管理などに留意し策定
作業を進めること。

339

393

現在の下水道総合計画の計画期間は平成22年度から令和11年度までの20年間であり、令和2年度は中間年
度にあたる。昨今、頻発する自然災害に対応し、下水道の課題を検証し、安定的な事業運営を進めるため令和
2年度に策定準備に着手する必要がある。393

393

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

48

下水道総合計画の見直し 現在の下水道総合計画を見直し、浸水対策を含め自然災害時の事
業継続を見据えた内容に見直す。

【対象者】 羽村市の下水道使用者

【規模】 冊子の冊数　150冊

総
事
業
費

54

財
源
内
訳

下水道施設の老朽化対策、浸水・地震対策
など下水道事業の全体を捉え、効率的な事
業経営を進める。

効
率
性

下水道総合計画の策定にあたり、知識経験者等から構成する推進懇談会を設置するため報償費の支出はあ
るが、策定に向けた業務運営や検討内容等に係る資料の作成を上下水道部の職員で行うことで支出の削減に
努めており効率性を確保している。

羽村市水道ビジョンについては、水道事業における課題の検証と、将来にわたって安全で安心な水道水を安定
して供給していけるように策定を行うものであり、水道施設の老朽化や耐震化への取組みに加え自然災害への
備えなど、羽村市水道事業の将来計画を可視化する上で必須である。

計画どお
り実施

災害対策などについては、知識
経験者等からの意見を基に、十
分な検討を行い、水道ビジョンの
策定に努めること。また、策定に
ついては上下水道部職員による
作業となるため、スケジュール管
理などに留意し策定作業を進め
ること。

339

393

財
源
内
訳

効
率
性

水道ビジョンの策定にあたり、知識経験者等から構成する推進懇談会を設置するため報償費の支出はある
が、策定に向けた業務運営や検討内容等に係る資料の作成を上下水道部の職員で行うことで支出の削減に努
めており効率性を確保している。

47

第2次水道ビジョンの策定準備 第2次水道ビジョンの策定に向けた準備（計画期間：令和4年度から
令和13年度の10年間）

【対象者】 羽村市の水道使用者

【規模】 冊子の冊数　150冊

総
事
業
費

54

必
要
性

羽村市水道事業に係る施設整備や維持管
理の推進とともに健全な事業運営に努め安
全で安定した水道事業を行う。

緊
急
性

必
要
性

現在、取水施設をはじめ、水道施設全体の運転・監視・管理を行っている遠方監視制御システムについては、
水道事務所の操作室において年間を通じて24時間体制で稼働しており、平成4年度の導入から26年経過するこ
とから、施設の安定稼働を確保するため更新が必要である。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

現在の第1次水道ビジョンの計画期間が令和3年度に満了になることと合わせ、頻発する自然災害に対応し水
道水の安定供給を継続する視点を含め、令和2年度に策定準備に着手する必要がある。

393

393

計画どお
り実施

遠方監視制御システムは、安定
した水道施設の運用には必要不
可欠であり、計画的な更新に努
め、今後の水道事業に寄与でき
るシステム更新を行うこと。ま
た、既存システムについても、更
新中は平行して使用していくこと
から、適切な維持管理に努める
こと。

890

117,490

遠方監視制御システムは、平成4年度の導入から26年経過することから、施設の安定稼働を確保するため更新
が必要である。

117,490

117,490

●　基本目標４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

46

水道施設遠方監視制御システムの更新事
業

　羽村市水道ビジョン後期計画に基づき、水道施設全体の運転・監
視・管理を行う基幹システムである遠方監視システムの更新を令和
2年度から3年間の債務負担行為で実施し、施設の安定稼働を図
る。

【対象者】 市内の水道使用者

【規模】 遠方監視制御設備　一式、中央監視制御設備　一式、電気
工事　一式

総
事
業
費

116,600

財
源
内
訳

　水道施設の安定稼働を図る。
効
率
性

令和元年度に遠方監視制御システム全体の更新を図るための実施設計を行っている。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】
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所管課 企画総務部企画政策課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 企画総務部広報広聴課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 企画総務部職員課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

所管課 財務部　納税課

№ 事務事業名 事務事業内容

事業費

人件費

合計

事務事業の目的 国庫支出金

都支出金

受益者負担額

その他特定財源

一般会計繰入金

一般財源

合計

緊
急
性

必
要
性

電子ネットワークや携帯端末等の社会環境が整備され、決済手段のキャッシュレス化が進展してお
り、電子収納に対する市民ニーズが高まっている。収納の促進及び収納率の向上を図るため、本事業
による納付手段の多様化・簡略化は必須である。

次年度以
降持ち越
し

導入にあたっては、関連部署と
の調整・確認事項も多く、各税目
の効果額、他市の状況（実施方
法、効果等）なども踏まえて、よく
検証すること。

385

2,225

市財政の状況等から市税等の収納の確保が喫緊の課題となっており、早急な対策が必要である。

415

2,225

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

52

クレジット収納の導入 市ではこれまで納付環境の充実・拡大に努めており、現在、市税等の納
付手段は口座振替、窓口納付、コンビニ納付及びスマートフォン決済と
なっている。収納率の向上を図るためには、更なる納付環境の充実・拡
大により納期内納付の促進、滞納繰越の抑制等を進める必要があるが、
クレジット収納はその手段として以下の理由から適切かつ有効であると考
えられる。
○市民にとって時間・場所の制約を受けず、便利かつ安全に納付できる。
○クレジットカード・制度が広く普及している。
○利用に伴うポイント・マイレージといった付加サービスが市民にとってイ
ンセンティブとなる。
具体的には、現コンビニ収納（バーコード付）納付書を使用し、納付者が
携帯端末やパソコンから納付書のバーコードを読み取ることにより、納付
者が所有するクレジットカードでの決済が行われる。決済データは現コン
ビニ収納代行の基盤を活用して送信される。

総
事
業
費

1,840

財
源
内
訳

「いつでも」「どこでも」納付ができる環境を整
備し、収納率の向上を図る。

1,810 効
率
性

既存のコンビニ収納の基盤を活用するため、大規模なシステム改修や新たな収納スキームの構築が
必要ない。
また、導入経費及び運用経費の大部分に東京都の国民健康保険特別交付金を充当できる見込みで
あり、少ない市費負担で導入できる。

現在はタイムカード及び超過勤務や有給休暇等を紙で管理しているため、確認作業に時間がかかるう
えに、給与計算における入力作業が煩雑となっている。ICタイムレコーダーの打刻情報と合わせて
データでの勤怠管理が可能となり、人事給与システムと連携することで、正確性を確保することができ
る。

次年度以
降持ち越
し

導入経費や運用経費に対する
人件費等の削減効果が低いこと
から、費用対効果が出る形での
導入を検討すること。

715

15,335

財
源
内
訳

効
率
性

①人件費削減1,436時間、2,820,598円
②タイムカードの購入費用削減97,920円
合計2,918,518円

51

ICカード式タイムレコーダー及び勤怠管理シ
ステムの導入

ICカード式タイムレコーダー及び出退勤システムの導入 総
事
業
費

14,620

必
要
性

職員の出退勤や休暇、超過勤務などを適切
かつ円滑に管理するためシステムを導入す
るものである。

緊
急
性

必
要
性

市政世論調査は、長期総合計画を策定するための市民ニーズや施策への満足度を知る重要なデー
タとなるため、今回の調査は必要である。また、従前から調査している項目については、回答数値の
推移も把握する必要があることから、質問内容は同規模とし、一部は同設問とする。

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態に
かかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずることが求められており、勤怠管理の重要性
も増している。15,335

15,335

計画どお
り実施

市政世論調査と、第六次長期総
合計画策定に係る市民意識調
査について、対象分野や目的を
整理したうえで実施すること。

193

2,393

令和3年度は第六次長期総合計画の策定年度であり、当該調査はその基礎資料として活用すること
から、令和2年度実施で行う必要がある。また、過去の調査も5年毎に実施していることから、回答の推
移を把握するためにも、前回から5年目である令和2年度に実施する必要がある。2,393

2,393

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

50

市政世論調査の実施 18歳以上の羽村市住民登録者から1,200人を無作為抽出し、郵送方式で
調査票を送付及び回収する。
回収したデータは、5年ごとの推移と、年齢・性別・居住地などとのクロス
集計を行い、内容を分析する。

総
事
業
費

2,200

財
源
内
訳

第六次羽村市長期総合計画策定の基礎
データに資するほか、今後計画を予定して
いる施策に関する市民ニーズなどの数値的
データを把握することを目的とする。

効
率
性

当該調査については、5年に一度実施しており、方法等についても推移を把握するために一定である。
このことから、効率面での手法は確立していると考える。

市の最上位計画として、第五次羽村市長期総合計画の検証を行った上で、時代の流れ、市民ニーズ
をとらえた、新たな時代の羽村市のまちづくりについて、令和4年度を始期とする実行的・機動的な総
合計画を策定する必要がある。

計画どお
り実施

市民意見聴取の実施について、
市政世論調査や、市民意識調
査などの内容を整理し、実施す
ること。
策定に係るスケジュールを職員
に示し、全庁で共有をしたうえで
作業を進めること。

8,940

17,831

財
源
内
訳

効
率
性

市民意識調査や審議会等の会議の運営など、計画策定に関する業務の一部をコンサルタントへ委託
し、効率的かつ効果的に実施していく。49

第六次羽村市長期総合計画の策定 令和2年度：策定委員会・部会の開催、市民意見の聴取の実施、市民意
識調査の実施、審議会の設置・開催、基礎調査報告書の作成
令和3年度：審議会の開催・答申、策定委員会・部会の開催、意見公募手
続の実施、基本構想の議会提案、基本計画の決定

総
事
業
費

8,891

必
要
性

令和4年度を初年度とする第六次羽村市長
期総合計画を策定する。

令和2年度から新たに実施を計画している事務事業評価　結果一覧 【長期総合計画基本目標別】

●　基本構想を推進するために

区分
令和2年度

経費概要(千円)
所管課長評価

事務事業の分析
行政評価委員会評価

事務事業の評価

緊
急
性

現行計画の期間は令和3年度までであるため、市の最上位計画として、現状の分析や、市民意見の取
りまとめを行い、今後の方向性の整理・検討を重ね、計画的に策定作業を進めていく必要がある。

17,831

17,831
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